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略歴

1973年 厚生省入省：老人福祉課

環境庁、在スウェーデン日本国大使館、北海道庁の勤務

１990～92年 老人福祉課長

年金課長、保険局企画課長、大臣官房政策課長、審議官を経て

2002～05年 老健局長

2005～08年 社会・援護局長

2008～10年 社会保険診療報酬支払基金理事長

2010～14年 内閣官房社会保障改革担当室長

2



厚生労働省の審議会

〇社会保険（医療保険・年金）とそれ以外（福祉・医療制度等）

〇社会保険の審議会

・争点が明確 給付改善か、負担抑制か（負担対給付）

・立場も明確 保険料の負担者、給付の受益者

・厚生労働省の立場 保険制度の持続可能性の維持

（年金については保険者)

・隠れた当事者 財務省

〇典型が中医協 三者構成（診療側：支払側：公益）

福祉・医療制度系の審議会

〇関係者で構成されるが、基本はサービス提供者側

〇サービス提供者間での利害対立

・病院・診療所・在宅系／診療科別／専門職別

・施設・通所系・訪問系／経営者・従事者／医療系・福祉系

・障害別

〇審議は「陳情大会」の様相を呈す。

〇厚生労働省側の軸もあいまい（予算の制約はある）

〇介護保険関係は「中間的存在」



審議会の役割（2001年以前）

〇社会保険においては制度改正前に通過しなければならない関門

→国会審議の前哨戦（社会保障は国会での与野党対決の焦点）

〇被保険者代表として総評、同盟の委員。経営者代表として日経

連の委員（→55年体制下では重要なプレイヤー）

〇中医協は武見医師会長の下で「特別な存在」の位置を獲得

→日本医師会の権力基盤

中央省庁再編における審議会

〇「政治主導」の下で、政治に一元化

→政策系の審議会は原則廃止

〇三者構成の審議会は例外とされた（中医協、労政審等）

〇社会保障審議会の下に、分科会、部会を置くことで審議会を

実質的に残存

〇ステークホルダーの合意形成の場とされるが、合意形成ができ

ず、しばしば機能不全に。



外部からの入力

〇厚生省・厚生労働省ではまとめられないの外部に検討の場
→1990年代半ばからの様々な「規制改革会議」
→古くは1980年初頭の第二臨調

〇2000年：小渕内閣による「社会保障構造の在り方に関する有
識者検討会議」（官邸での最初の社会保障会議）

〇2001年：中央省庁再編による経済財政諮問会議の設置

〇2012年：社会保障制度改革国民会議（自公民の３党合意）

官邸の会議による社会保障改革

21012年8月〜社会保障制度改革国民会議（１年間の時限設置）

2014年〜2016年 社会保障制度改革推進会議

2019年9月〜 全世代型社会保障検討会議

2021年11月〜 全世代型社会保障構築会議



官邸主導への対応

〇外部からの入力＝官邸主導→閣議決定で各省を縛る。

〇各種団体→自民党部会→報告書の修正又は閣議決定の

修正

〇厚生労働省の対応

・小泉内閣（官邸対自民党で官邸側）

・第二次以降の安倍内閣（１強で「忖度」）

○2020年12月 全世代型社会保障検討会議報告書

（後期高齢者の２割負担提言）

→2021年 制度改正法案、成立

○2022年の診療報酬改定（リフィル処方の制度化）

・過去の提言に盛り込まれていた

・2021年12月の大臣折衝で「合意」

・中医協の「空洞化」という批判→6月の日医会長選



各種検討会・研究会の意義
〇審議会の前に検討会・研究会が設置されることがある。

１ 勉強会：事前の論点整理、審議会や制度改正の準備作業

２ 陣取り：審議会では議論が制約されるので、「理想形」

を描く。

→業界代表をメンバーに入れず、有識者のみで構成

３ 仕込み：新規政策を目指してパイロット的に

『2015年の高齢者介護』

○介護保険法施行後5年目の制度改正

（法制定時に約束）

○施行後見えてきた課題を踏まえ、

制度改正

○準備のため「高齢者介護研究会」

を設置（2003年）

○その報告書：『2015年の高齢者介護』



「地域包括ケアシステム」を
提案
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『地域における「新たな支え合い」
を求めて』

○「これからの地域福祉のあり方に

関する研究会」報告書
（ ２００８年３月３１日）

○地域福祉の課題を整理



ボランティア
６７２人

老人クラブ会員
７３１人

自治会・町内会
１６～１７団体

１７１万円（１自治会・町内会あたり１１万円）共同募金収入

１７１万円（１自治会・町内会あたり１１万円）社協会費・寄付金収入

交番
１．２３ヶ所

コンビニ
１．６６ヶ所

住民組織

民生委員・児童委員
２１人

ＮＰＯ法人
２．６団体

保健師
３．６人

公民館
１．５６ヶ所

ふれあい・いきいき
サロン

３．５９ヶ所

空き店舗 空き家

拠 点

空き教室

地域（１中学校区）の状況 全国の中学校数：１０，９９２校

障 害

８，１３９万円

（自立支援給付者
一人あたり １７３万円）

２億３，８５８万円

（一被保護世帯あたり
２４３万円）

（被保護者一人あたり
１７３万円）

生活保護

２９億４，７５９万円
（住民一人あたり２５万円）

診療所
８．８６ヶ所

病院
０．８２ヶ所

医 療児 童介 護

６億５２２万円
（要介護認定者一人あたり１５４万円）

老人保健
施設

０．３０ヶ所

介護療養型
医療施設

０．３１ヶ所

特別養護
老人ホーム

０．５２ヶ所

訪問介護
１．８８ヶ所

通所介護
１．６１ヶ所

通所リハビリ
テーション

０．５５ヶ所
ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ

７．１２人

ヘルパー
１２．４７人

地域包括
支援センター

0.35ヶ所

在宅介護
支援センター

0.44ヶ所

外国人

登録者数

１４２人

高齢者（６５歳以上）
２，３３６人

一人暮らし老人 ３５１人
老老世帯 ４７８世帯

人口 １１，６２３人

保育所児数
１９６人

１５歳未満 1,594人

不登校児 １１人

非行青少年 １２４人

児童虐待

相談件数

３．４０件

母子家庭

６８世帯

父子家庭

８世帯

被保護世帯数
９８世帯

（１３８人）

要介護認定者

３９４人

身体障害者 ４３５人
知的障害者 ６６人
精神障害者 ２３５人

自立支援給付者数

４７人

郵便局
２．２ヶ所

ＰＴＡ

ＤＶ

相談件数

５．３２件

１億１，９２２万円

（保育所児一人あたり６１万円）

主任児童委員
１．９人

保育所
２．０８ヶ所

児 童

（注）１中学校区あたりの対象別費用及び一人（世帯）あたり平均の額については、一定の考え方による推計値である。



課題

〇メンバーの選定：どの業界団体を選ぶか

（既得権化）

〇有識者委員のリクルート（世代交代を含む）

〇事務局の外部委託（担当局の空洞化）

〇審議の質の向上


